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「コーポレートガバナンスに関する基本方針」制定のお知らせ 
 
当社は、今般、「コーポレートガバナンスに関する基本方針」を制定いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 
 

記 
 
１．制定の目的 
 当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上の実現に向け、東京証券取引所上場規

則における「コーポレートガバナンス・コード」の趣旨・精神を踏まえたうえで、当社の

コーポレートガバナンスに関する考え方および運営方針を明確化するため、「コーポレート

ガバナンスに関する基本方針」を制定いたしました。 
 
２．本基本方針の構成 
 本基本方針は、以下の項目で構成されております。 
 
Ⅰ．総則 
Ⅱ．株主の権利・平等性の確保 
Ⅲ．ステークホルダーとの適切な協働 
Ⅳ．適切な情報開示と透明性の確保 
Ⅴ．取締役会等の責務 
Ⅵ．株主との対話 

 
３．本基本方針の開示先 
 詳細は添付の「コーポレートガバナンスに関する基本方針」をご参照ください。 
 なお、当社ホームページにも掲載しております。 

http://www.sapporoholdings.jp/ir/management/pdf/basic_governance_approach.pdf 

http://www.sapporoholdings.jp/ir/management/pdf/basic_governance_approach.pdf


 
４．「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」提出について 
 本日、本基本方針の開示と同時に、上記取組みを反映させた「コーポレート・ガバナン

スに関する報告書」を東京証券取引所に提出しております。 
 

以 上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 
コーポレートガバナンスに関する基本方針 

 
サッポロホールディングス株式会社 

 
Ⅰ．総則 
 
１．コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方 
当社は、サッポログループの「経営理念」、「経営の基本方針」及び「運営基本原則」を

以下のとおり定め、これを具現化し、グループ全体の持続的な企業価値向上を図っていく

ために、グループのコーポレートガバナンスの強化充実を経営上の重要な課題として位置

付け、持株会社体制の下でグループ内における監督機能、業務執行機能及び監査機能を明

確化し、経営における透明性の向上と経営目標の達成に向けた経営監視機能の強化に努め

る。 
 
（１）経営理念 

潤いを創造し豊かさに貢献する（２－１、３－１） 
 

（２）経営の基本方針 
サッポログループは、ステークホルダーの信頼を高める誠実な企業活動を実践し、

持続的な企業価値の向上を目指します（３－１） 
 

（３）運営基本原則 
サッポログループは、純粋持株会社体制の下、次のとおりグループ運営基本原則を

定め、各事業部門の自主性を維持しつつ、サッポログループの全体最適とシナジー

の創出を追求し、企業価値の最大化を目指す。（３－１） 
 

①グループ全体最適の原則 
グループ企業は、サッポログループの価値最大化及び全体最適を前提として、それ

ぞれの事業活動に注力し、ひいては、グループ連結業績向上に貢献する。 

 
②自主独立の原則 
グループ企業は、設立の主旨及びサッポロホールディングス社経営方針に基づくそ

れぞれのミッションの実現に向けて、経営基盤の強化を図ると共に、その自立を目

指す。 

サッポロホールディングス社は、グループ企業社長に当該企業経営に必要な執行権



限を委ね、グループ企業社長は、その経営責任を負う。併せて、サッポロホールデ

ィングス社はグループ企業の成長･発展のために必要な支援・助言を行う。 

 
③相互協力の原則 
サッポロホールディングス社ならびにグループ企業は経済合理性を考慮しつつ、資

材・製品・サービス等の調達を始めとする事業の推進に相互に協力するとともに、

グループとしてのシナジー効果実現に努める。 
 
（４）コーポレートガバナンスに関する基本方針の制定・改定等 

 コーポレートガバナンスに関する基本方針の制定、改定及び廃止に際しては、取締

役会の決議を経るものとする。 
 
Ⅱ．株主の権利・平等性の確保（基本原則１） 
 
２．株主の権利・平等性の確保 
 当社は、少数株主や外国人株主を含め、株主の権利・平等性の確保に努めるとともに、

株主間で情報格差が生じないよう適時適切に情報開示を行う。（１－１、１－１－③、１－

２－①） 
 
３．株主総会 
（１）当社は、株主が株主総会議案の十分な検討期間を確保し、適切に議決権を行使する

ことができるよう、定時株主総会の招集通知を株主総会開催日の３週間前までに発送する。

（１－２、１－２－①、②） 
（２）当社は、議決権行使の電子化、招集通知の電子的公表、招集通知の英訳（抄訳）、株

主総会日程の適切な設定等、株主総会における権利行使に係る適切な環境整備を行う。（１

－２－②、③、④） 
（３）当社は、信託銀行等の名義で株式を保有する機関投資家等が、株主総会において、

信託銀行等に代わって自ら議決権行使等を行うことをあらかじめ希望する場合に対応する

ため、信託銀行等と協議しつつ検討を行う。（１－２－⑤） 
（４）株主総会で相当数の反対票が投じられた会社提案議案については、取締役会におい

て、反対の理由について原因の分析を行い、必要に応じて対応を検討する。（１－１－①） 
（５）当社は、株主総会決議事項の一部を取締役会に委任するよう株主総会に提案する場

合は、取締役会において、当社のコーポレートガバナンス体制の整備状況を十分に考慮す

る。（１－１－②） 
 
 



４．資本政策の基本方針 
（１）当社は、資本政策の動向が株主の利益に重要な影響を与え得ることを踏まえ、持続

的な成長と中長期的な企業価値向上に向け、資本効率を意識した資金調達、成長投資及び

株主還元を行うことを基本方針とする。本方針の実効性を高めるため、中期経営計画等に

おいて、重要な経営指標の目標値を策定・公表し、最適な資本構成の実現を図るよう努め

る。（１－３） 

（２）当社は、支配権の変動や大規模な希釈化をもたらす資本政策を行う際には、取締役

会において、その必要性及び合理性について十分に審議の上、決議するとともに、その検

討過程や実施の目的等の情報を速やかに開示し、投資家・株主への説明を行う。（１－６） 
 
５．株式の政策保有及び政策保有株式に係る議決権行使に関する基本方針 
（１）株式の政策保有に関する方針 

当社は、酒類、食品・飲料、外食、不動産等、お客様の生活に密着した事業を展開して

おり、事業戦略上、開発から調達・製造・物流・販売に至るサプライチェーンにおいて、

様々な企業との協力関係が必要であるとの考えに基づき、係る協力関係の在り方を総合的

に勘案した上で、中長期的な企業価値向上に資すると判断される場合には、政策保有株式

を保有することがある。政策保有株式については、毎年定期的に取締役会において、政策

保有方針に沿って適切な保有・運用がなされているかを検証する。（１－４） 

 

（２）政策保有株式に係る議決権の行使 

当社は、政策保有株式に係る議決権の行使に当たり、当社の保有方針及び投資先の株主

共同の利益に鑑み、中長期的な視点から総合的に賛否を判断する。（１－４） 

 
６．当社株券等の大規模買付行為への対応方針（買収防衛策） 
（１）当社は、株主共同の利益の保護の観点から「当社株券等の大規模買付行為への対応

方針」を導入する。 
（２）本対応方針は、当社株券等の大規模買付者に対して、買付行為の目的や内容等の十

分な情報提供と、適切な評価期間の確保を要請することにより、株主が適切な状況判断を

行えるようにするために定めるものとする。 
（３）本対応方針については、その重要性に鑑み、株主の意思を確認するため、株主総会

において議案として上程し、出席株主の議決権の過半数をもって承認された場合に、継続・

変更できる。また、本対応方針の有効期間中においても、株主総会または取締役会の決議

により、本対応方針を廃止することができるものとし、その場合には、取締役会はその旨

を速やかに知らせるものとする。 
（１－５、１－５－①） 
 



７．関連当事者間の取引 
当社は、取締役会規程の定めに基づき、取締役との間で、競業取引、自己取引及び利益

相反取引を行う必要がある場合は、あらかじめ取締役会で承認を得なければならないもの

とする。 

主要株主等との取引については、別途社内規程を定め、役員・従業員に対して周知徹底

を図る。（１－７、４－３） 

 
Ⅲ．ステークホルダーとの適切な協働（基本原則２） 
 
８．企業行動憲章 
（１）当社は、当社及び当社グループで働く全ての役員及び従業員が、サッポログループ

の経営理念を日常の行動で実現するための基本方針として、「サッポログループ企業行動憲

章」を制定する。本憲章の改訂に際しては、取締役会の決議を経るものとする。本憲章に

ついては、当社ホームページにて開示する。（２－２） 
（２）当社は、「サッポログループ企業行動憲章」の遵守状況について、定期的に確認を行

い、取締役会に報告する。（２－２－①） 
 
９．ステークホルダーとの関係 
（１）当社は、当社の中長期的な企業価値の向上のため、当社の株主・投資家、顧客、地

域社会、ＮＰＯ・ＮＧＯ、行政、取引先・関係会社、従業員とその家族等の様々なステー

クホルダーの利益を尊重し、適切な協働を図る。（２－２） 
（２）当社は、社会・環境問題等を巡る課題の重要性に鑑み、「サッポログループのＣＳＲ

基本方針」を策定し、お客様に喜んでいただける誠実な企業グループであり続けることに

よって、企業としての発展を目指すとともに、積極的・能動的に持続可能な社会づくりに

貢献する。（２－３、２－３－①） 
（３）当社は、経営理念の実現に向け、あらゆる多様性（性別・年齢・障がい・国籍・学

職歴・雇用形態・価値観等）を尊重し、多様な発想・考え方を有する人材を認め活かし、

一人ひとりの能力が最大限発揮できる環境の整備を強化する。（２－４） 
 
１０．内部通報制度 
 当社は、社内の違法行為や不正等が発生した場合に迅速かつ適切に対応するため、「サッ

ポログループ企業倫理ホットライン」を設置する。「サッポログループ企業倫理ホットライ

ン」については、社内窓口及び経営陣から独立した窓口を併設し、通報者等からの信頼性

を高めることにより、内部通報制度の適切な運用を図る。通報された内容は、法令、社内

規程に従って厳格に秘密として管理し、通報者に対する不利益な取り扱いは行わない。ま

た、内部通報制度の運用状況については、定期的に取締役会に報告し、運用状況を監督す



る。（２－５、２－５－①） 
 
Ⅳ．適切な情報開示と透明性の確保（基本原則３） 
 
１１．情報開示方針 
（１）当社は、会社法その他関係法令に基づき、当社及び当社グループのリスク管理、内

部統制システム、法令順守等に関する当社の方針を決定し、適時適切に開示する。 
（２）当社は、会社法及び金融商品取引法その他関連法令、並びに適用のある金融商品取

引所規則の順守はもとより、独自のディスクロージャーポリシーを別途定め、いかなる時

でも公正で信頼性のある情報を継続して開示する。 
（３）当社は、財務情報のみならず、経営理念、経営戦略、中期経営計画等の非財務情報

についても積極的に開示する。経営戦略及び中期経営計画の策定・公表に当たっては、収

益計画や資本政策の基本方針を示すとともに、具体的な経営目標及びその実現のための計

画を併せて開示する。 
（４）当社は、情報開示に際しては、合理的な範囲において、英語での情報開示にも努め

る。 
（３－１－①、②、５－２） 
 
Ⅴ．取締役会等の責務（基本原則４） 
 
１２．取締役及び取締役会 
（１）取締役の役割・責務 
①取締役は、株主に対する受託者責任を認識し、ステークホルダーとの適切な協働を確

保しつつ、持続的な企業価値の向上及び株主共同の利益のため、取締役としての職務を執

行する。 
 ②取締役は、必要に応じて、会社に対して追加の情報提供を求める等その職務を執行す

るために十分な情報を能動的に収集するとともに、取締役会において、互いに積極的に意

見を表明し、建設的な議論を尽くす。 
③取締役は、その期待される能力を発揮して、当社のために十分な時間を費やし、取締

役としての職務を遂行する。 
④取締役は、就任するに当たり、関連する法令、当社の定款、取締役規程その他の当社

の内部規程を理解し、その職責を十分に理解するものとする。 
（４－５、４－１３、４－１３－①） 
 
（２）独立社外取締役の役割・責務 
 ①独立社外取締役は、持続的な企業価値の向上に向けて、必要に応じて、会社に対して



追加の情報提供を求める等その職務を執行するために十分な情報を能動的に収集するとと

もに、自らの知見に基づき、適切な助言を行う。    
 ②独立社外取締役は、取締役会の重要な意思決定を通じ、利益相反を含む経営の監督を

行う。 
③独立社外取締役は、経営陣から独立した立場で、取締役会が決定した経営戦略、中期

経営計画に照らして、当社の経営の成果及び経営陣の業績を検証及び評価するとともに、

少数株主を始めとするステークホルダーの意見を取締役会において適切に反映させる。 
（４－７、４－１３、４－１３－①） 
 
（３）取締役会の役割・責務 
取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、会社の持続的成長と中長期

的な企業価値の向上を目指すとともに、収益力・資本効率等の改善を図るべく、以下の役

割を果たす。また、取締役は、取締役会が自由闊達で建設的な議論・意見交換ができる場

となるようにその気風の醸成に努めるものとする。（４－１２） 
 ①取締役会は、取締役会が判断・決定すべき事項を取締役会規程に定める。（４－１－①） 
②取締役会は、中長期にわたる経営構想や中期経営計画の策定に際しては、経営理念に

基づき、戦略的な視点から内容を精査し、建設的な議論を行う。また、中期経営計画の実

行に際しては、その進捗管理を徹底し、目標と実績との乖離がある場合には、その原因分

析を行い、次期計画に反映させる。（４－１、４－１－②） 
③取締役会は、中長期的な企業価値向上に向けて、当社経営陣及び当社グループ会社経

営陣の健全な企業家精神の発揮を督励する。取締役会に上程された議案の審議に際しては、

独立した客観的な立場で、多角的な視点から内容の精査を行い、当社が直面する重大なリ

スクの評価及び対応策の決定、並びに当社の重要な業務執行の決定等を行うとともに、適

切なリスクテイクを支援する環境整備を行う。（４－２） 
④取締役会は、独立した客観的な立場から、当社取締役・経営陣及び当社グループ会社

経営陣に対する実効性の高い監督を通じて、会社の業績評価を適切に行い、当社経営陣幹

部の人事、評価及びその報酬の決定に公正かつ適切に反映させる。また、取締役会は、適

時適切な情報開示が行われるよう監督を行うとともに、内部統制やリスク管理体制を適切

に整備し、それらの実施・運用状況に関する定期報告により、当該管理体制が適切に運用

されていることを確認する。（４－３、４－３－①、②） 
 ⑤取締役会は、監査役または外部会計監査人が不正を発見し適切な対応を求めた場合や、

不備・問題点を指摘した場合の対応体制を確立する。（３－２－②） 
 
（４）取締役会の構成 
 ①取締役会は、定款の定めにより１０名以内の員数で構成し、その内３名以上は独立社

外取締役とする。 



 ②取締役会の傘下に、取締役会の諮問機関として報酬委員会、指名委員会及び社外取締

役委員会を設置する。 
③取締役が、他の上場会社の役員を兼任する場合には、その範囲は合理的な範囲に留め

るとともに、その兼任状況を毎年開示する。 
（４－６、４－８、４－１０、４－１０－①、４－１１－②） 
 
（５）取締役会の諮問機関 
①報酬委員会 
（ⅰ）当委員会は、取締役会の決議に基づき、取締役の報酬制度・賞与制度の策定及び

取締役の個別報酬額の決定を行うことを目的とする。 
 （ⅱ）当委員会は、全ての独立社外取締役及び代表取締役社長をもって構成する。 

（ⅲ）当委員会の委員長は、独立社外取締役から１名選任する。 
（ⅳ）当委員会は、当社の持続的な成長に資することを目的として、現金報酬及び自社

株報酬等を組み合わせ、中長期的な業績と連動する報酬制度・賞与制度を策定する。 
（３－１、４－２－①） 
 
②指名委員会 

 （ⅰ）当委員会は、取締役・監査役候補者について取締役会へ推薦するとともに、代表

取締役社長の後継者計画策定状況の確認・意見交換を行うことを目的とする。 

 （ⅱ）当委員会は、全ての独立社外取締役及び代表取締役社長をもって構成する。但し、

監査役候補者の推薦に当たっては常勤監査役を加える。  

 （ⅲ）当委員会の委員長は、独立社外取締役から１名選任する。 

 （ⅳ）当委員会は、社内取締役候補者として、取締役会において的確・迅速・公正な意

思決定が行われるよう、社内における高度な専門知識及び職務遂行能力を有した人材を推

薦する。 

（ⅴ）当委員会は、独立社外取締役候補者として、適用のある金融商品取引所が定める

独立性基準を満たす者であることを要件とするとともに、企業経営や特定の専門領域にお

ける豊富な経験・実績・見識を有し、当社の経営課題について的確な提言・助言を行うこ

とができる人材を推薦する。 

（ⅵ）当委員会は、取締役候補者の検討に際しては、取締役会全体としての知識・経験・

能力のバランス及び多様性について考慮する。 

 （ⅶ）当委員会は、独立社外監査役候補者として、適用のある金融商品取引所が定める

独立性基準を満たす者であることを要件とする。尚、監査役会全体として、財務・会計に

関する適切な知見を有している者が１名以上となるよう努める。 

（３－１、４－１－③、４－９、４－１１、４－１１－①） 

 



③社外取締役委員会 
（ⅰ）当委員会は、独立社外取締役による、当社及び当社グループの経営戦略、並びに

コーポレートガバナンスに関する事項等について情報交換、認識共有を図ることを目的と

する。 

（ⅱ）当委員会は、原則として全ての独立社外取締役で構成する。尚、当委員会には、

委員長の求めに応じ、代表取締役社長以下当社及びグループ会社経営陣幹部、監査役、並

びに外部会計監査人等を同席させることができる。 

（ⅲ）当委員会の委員長は、独立社外取締役から１名選任する。当委員長は、独立社外

取締役と経営陣の連絡・調整や監査役または監査役会との連携を図る。 

（３－２－②、４－８－①、②、４－１０－①） 
 
（６）取締役会の評価 
 取締役会は、毎年、各取締役の自己評価に基づき、取締役会の実効性について分析・評

価を行い、その結果の概要を開示する。（４－１１－③） 
 
（７）取締役会に対する支援体制 
 ①取締役会は、取締役会の運営を円滑に進めることを目的として、取締役会事務局を設

置する。 
 ②取締役会事務局は、審議の活性化を図るため、各取締役及び監査役に対して、各審議

事項の十分な情報を提供するとともに、取締役会の資料を開催日に十分先だって配布する

等事前の検討期間を適切に確保する。また、取締役会事務局は、取締役または監査役から

情報の提供を求められた場合には、これを提供する。 
 ③取締役会事務局は、年度末までに、次年度の取締役会のスケジュール及び主たる審議

事項を調整・決定するとともに、各取締役会における審議項目数や審議時間の適切な確保

を行う。 
 ④取締役及び監査役は、必要に応じて、会社の費用にて外部の専門家の助言を得ること

ができる。 
（４－１２－①、４－１３、４－１３－②、③） 
 

（８）取締役に対するトレーニング方針 

当社は、取締役に対して、その役割・責務に係る理解を深め、その職責を十分に果たす

ことができるよう、以下のトレーニングを実施する。 

①新たに取締役に就任する者に対しては、会社法を始めとする必要な法令及びコーポレ

ートガバナンスに関する研修を行う。 

②取締役就任後も、法改正や経営課題等に関する社内外の多様な研修プログラムを設け

る。 



③新たに独立社外取締役に就任する者に対しては、当社グループの概要、経営戦略、財

務状態その他の重要な事項について必要な説明を行う他、当社グループについての理解を

深めることを目的として、グループ会社の工場や研究拠点等を視察する機会を設ける。 

（４－１４、４－１４－①、②） 
 
１３．監査役及び監査役会 
（１）監査役の役割・責務 
①監査役は、株主に対する受託者責任を認識し、ステークホルダーとの適切な協働を確

保しつつ、中長期的な企業価値の向上及び株主共同の利益に資するため、監査役としての

職務を執行する。 
 ②監査役は、その職務を執行するため、必要に応じて、会社に対する追加の情報提供の

要求及び法令に基づく調査権限の行使を含め、十分な情報を収集する。 
（４－５、４－１３、４－１３－①） 
  
（２）独立社外監査役の役割・責務 
①独立社外監査役は、自らの知見に基づき、経営の健全性・透明性の向上に貢献するた

め、中立的・客観的な立場から、独立社外監査役としての職務を執行する。 
②独立社外監査役は、その職務を執行するため、必要に応じて、会社に対する追加の情

報提供の要求及び法令に基づく調査権限の行使を含め、適切に情報を収集する。 
（４－１３、４－１３－①） 
 
（３）監査役会の役割・責務 
 監査役及び監査役会は、株主に対する受託者責任を踏まえ、取締役の職務の執行の監査、

外部会計監査人の選解任や監査報酬に係る権限の行使等に当たり、以下の役割・責務を果

たす。 
 ①監査役及び監査役会は、独立社外監査役の独立性・専門性と社内監査役の情報収集力

を活かし、独立した客観的な立場において、適切な判断を行う。 
 ②監査役及び監査役会は、能動的・積極的に権限を行使し、取締役会において或いは経

営陣に対して、適切な意見を述べる。 
 ③監査役及び監査役会は、独立社外取締役が、その独立性に影響を受けることなく、情

報収集力の強化を図ることができるよう、独立社外取締役との連携を確保する。 
④監査役会は、会計監査人の評価基準及び選任基準を策定し、独立性と専門性について

確認する。 
 ⑤監査役及び監査役会は、内部監査部門との連携を確保するとともに、必要に応じて、

独立社外取締役への情報提供を行う等の連携を確保する。 
（１－６、３－２－①、４－４、４－４－①、４－１３－③） 



 
（４）監査役会の構成 
 ①監査役会は、定款の定めにより５名以内の員数で構成する。 

②監査役が、他の上場会社の役員を兼任する場合には、その範囲は合理的な範囲に留め

るとともに、その兼任状況を毎年開示する。 
（４－１１－②） 
 
（５）監査役に対するトレーニング方針 

当社は、監査役及び独立社外監査役に対して、その役割・責務に係る理解を深め、その

職責を十分に果たすことができるよう、第１２項（８）に定める取締役と同様のトレーニ

ングを実施する。 

（４－１４、４－１４－①、②） 

 
１４．外部会計監査人 
 当社は、外部会計監査人が株主・投資家に対して、責務を負っていることを認識し、適

正な監査の確保に向けて、以下のとおり適切な対応を行う。 
（１）外部会計監査人が、高品質な監査を行うための十分な監査時間を確保する。 
（２）外部会計監査人が、当社経営陣幹部への面談を希望した場合は、面談機会の確保を

する。 
（３）外部会計監査人と監査役、内部監査部門及び独立社外取締役との連携を確保する。 
（４）外部会計監査人が不正を発見し、適切な対応を求めた場合や、不備・問題点を指摘

した場合の当社の対応体制を確立する。 
（３－２、３－２－②） 
 
Ⅵ．株主との対話（基本原則５） 
 
１５．株主との対話 
当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上に資するよう、株主との建設的な対話

を促進するため、以下の体制を整備する。 

（１）インベスター・リレーションズ（ＩＲ）及びシェアホルダー・リレーションズ（Ｓ

Ｒ）担当役員を株主との対話全般に関する統括責任者とする。 

（２）統括責任者は、株主から個別の対話の申し込みがあった場合は、株主の主な関心事

項を確認した上で、合理的な範囲で面談を行う。但し、必要に応じて、統括責任者に代わ

り、ＩＲまたはＳＲ担当責任者が面談に臨む場合もある。 

（３）株主との対話を補助するため、経営管理部門、法務部門、コーポレートコミュニケ

ーション部門が定期的に会合を持ち、積極的な連携を図る。 



（４）個別面談以外の対話手段として、定期的にアナリスト向けの決算説明会や適宜経営

戦略に関する説明会を実施する。また、当社ホームページにおいて、適時適切な情報開示

を行う。 

（５）定期的に株主構造の把握を行い、株主との対話の促進に努める。対話において把握

された株主の意見・懸念については、統括責任者より経営陣に報告する。 

（６）決算情報の漏洩を防ぎ、公平性を確保するため、各四半期の決算期日の翌日から各

決算発表日までの一定期間を沈黙期間に設定し、この期間は、原則として決算に関する質

問への回答やコメントを差し控える。また、毎年定期的にインサイダー情報に関する社内

教育を徹底し、インサイダー情報の漏洩防止に努める。 

（５－１、５－１－①、②、③） 

 

以上 
 

２０１５年１２月１８日制定 

 

本基本方針の各条項の（  ）内の番号は、東京証券取引所上場規則におけるコーポレート

ガバナンス・コードの各原則に対応する。 

 


